
 

 

物品供給等入札参加資格審査申請書 
（有効期間 登録完了通知日から令和 9 年 8 月 31 日まで） 

 
 
 
倉 敷 市 長 あ て                       平成２９年７月１日 

 
 倉敷市が発注する物品の売買等に係る指名競争入札等に参加する資格の審査を申請します。なお、こ

の申請書及び添付書類の内容について、事実と相違ないことを誓約します。 

 また、当社又は当団体の役員等（申請者が個人事業主の場合は代表者）は、倉敷市暴力団排除条例に

規定する暴力団員でないこと及び暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でない

ことを誓約します。必要な場合には、このことについて倉敷市が岡山県警察本部に照会することを承諾

します。 
 

① 申請者（本社）              該当に○をつける  
 
    〒 １６３－８００１ 

 所 在 地  東京都新宿区西新宿２－８－１        

 ふ り が な   にほんぶっぴんかぶしきがいしゃ 

 商号又は名称 日本物品株式会社               

 （肩書・氏名） 

 代 表 者   代表取締役 水島 花子          
 （市外局番から記入） 

 電話番号   ０３－９９９９－９９９９      
 （市外局番から記入） 

 ＦＡＸ番号  ０３－００００－００００      
 

② 受任者 （委任しない場合は記入不要）          
    〒 ７１０－８５６５ 

 事業所所在地  倉敷市西中新田６４０         

  ふ り が な   にほんぶっぴんかぶしきがいしゃ くらしきしてん 

事業所名称 日本物品株式会社 倉敷支店      

 （肩書・氏名） 

 受 任 者  支店長 児島 太郎          
 （市外局番から記入） 

 電話番号  ０８６－８８８－８８８８    
 （市外局番から記入） 

 ＦＡＸ番号 ０８６－１１１－１１１１    
 

③ 希望品目 （別紙営業品目一覧表を参照して記入してください。登録期間中の変更は不可。） 

希望順位 記号番号 営業品目 
希望する内容(商品)を具体的に記入のこと 

(詳しく記載してください。指名の際に参考とする

場合があります。) 
メーカー名 

第１希望 Ｊ－２ 通信関係機器 有線、無線通信機器 
Ａ社・Ｂ社・Ｃ
社等 

第２希望 Ａ－２ 
ＯＡ機器・サ
プライ品 

パソコン・レーザープリンタ Ｂ社・Ｄ社 

第３希望 － 
 

  

 

④ 倉敷市債権者登録の有無    ⑤ 連絡先（記載不備等があった場合の問い合せ先） 
該当に○を付けてください。 

 

 

次ページに続く 

受付番号  

法人 個人 更新 新規 

 

申請印（実印に限る） 
 

        

 

 
 

大企業 

使 用 印 鑑 届 

 

 

 

 

        

担当者名 玉島 次郎 

連絡先℡ ０８６－７７７－７７７７ 

既に登録有 
登録無 

変更無 変更有 

 

日
本
物
品 

株
式
会
社 

倉
敷
支
店 

次の印鑑を入札、見積、契約の締結のため使用し

たく、お届けします。 

代表者の肩書も記入してください。 

「代表取締役」など 

倉敷支店等、営業行為を行うものを

記載してください。（申請者と同一の

場合は記入不要） 

取扱商品をできるだけ詳

細に記入してください。 

担当者名及び連絡先は必ず

記入してください。 

法人の場合で中小企業基本法第２条の「中小企業者」に該当しない場合は○をしてください。 
第２条 中小企業者の範囲 

一 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人であつて、

製造業、建設業、運輸業その他の業種(次号から第四号までに掲げる業種を除く。)に属する事業を主たる事業として営むもの 

二 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人であつて、

卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

三 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人であつて、

サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

四 資本金の額又は出資の総額が 5 千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人であつて、

小売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

実 

印 

支
店
長
の

印 

必ず別紙「営業品目一覧表」を参照して記入してください。 

希望品目の書き間違いは申請印（実印）による訂正印をお願いします。 

委任しない場合も押印必須 

（実印と同一でも必ず押印） 



※   部分には記入しないでください。 

 ⑥ 指名業者コード（右詰め。更新の業者のみ、更新のお知らせハガキの債権者番号を記入。） 

 ８ ３ ４ ０ ２ ９ ８ 

 

⑦ 契約先ＦＡＸ（左詰め ハイフンも記入 市外局番から記入）                 異動ＣＤ 

0 8 ６ － 1 1 1 - 1 1 1 1   

     契約課からの指名通知等は上記記載のＦＡＸ番号へ送信します。                （記入不要） 

 

（記入不要） 

第１ 第２ 第３ 

         

 

⑧ 販売等年間実績高（右詰め、単位千円。直近決算時の損益計算書の「売上合計」の金額） 

    販 売 高  （単位千円）     

    ４ ６ １ ６ ２ １ 

 

⑨ 従業員数（右詰め、代表取締役役員を含む。申請年の 1 月 1 日現在で常時雇用している者の人数） 

合  計 (単位 人) 

   ３ ０ 

 

⑩ 純資産の部合計(右詰め、単位千円。貸借対照表の「純資産の部合計」欄の金額) 

（個人の場合は期末元入金）（単位千円） 

   ３ ４ ２ ３ ８ ０ 

 

⑪ 営業年数（右詰め、創業または設立した年から申請年の 1 月 1 日現在の営業年数 2年以上必須） 

創  業 休業又は転廃業の期間 現組織への変更 営業年数計 

□明治■昭和□令和 

□大正□平成 ４５年      
年 月から  年 月       年  月 

 
５ 5 

 

⑫ 生産設備（右詰め、貸借対照表の固定資産の中の「機械装置」「車両運搬具」「工具器具備品」欄） 

設備の 

金 額 

機械装置 車両運搬具 工具器具備品 合  計  （単位千円） 

1,436 千円 24,756 千円 0 千円     ２ ６ １ ９ ２ 

 

⑬  申請者名（商号のみを記入してください） 

 

   商号又は名称  日本物品                      
 

市内・市外ＣＤ（記入不要）  受付番号（記入不要） 

   

 

直近決算時の損益計算書の「売

上合計」の金額 

創業または設立した年から申

請書を提出する年の１月１日

現在の、営業年数。 

（２年以上のこと） 

貸借対照表「純資産の

部」の「純資産の部合

計」欄の金額。 

右づめ。 

申請書を提出する年の、１月

１日現在に常時雇用している

者の数（代表取締役役員を含

む） 

貸借対照表の固定資産の中の「機

械装置」「車両運搬具」 ｢工具器

具備品｣欄の金額、及び合計 


